




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































非規制産業　　275兆円 3，720万人非規制産業 275兆円 3，720万人
（一人当たり 739万円）
規制産業　　190兆円 2，990万人旧規制産業 190兆円 2，476万人
（一人当たり 635万円）
GDPの増加38兆円 514万人
GDP合計　　465兆円　　6，710万人　GDP合計　　503兆円　　6，710万人
　　　　　　　　　　　　　　　　　雇用の移動　　　　　　　　　514万人
（資料）　中北徹稿「まったなしの規制緩和」（「週刊東洋経済」1994年2月12日号）
いた所得分が別の部門に支出されることになり，新規の需要が生まれるこ
とになる。この新たな需要を満たすためには，新規に労働者を雇用して供
給を増やさなければならない。新たな労働老は，高コスト部門の労働者が
より高い賃金に導かれ，より効率的な産業に移動することによって生まれ
る。新しい雇用は，これまでの高コスト部門の雇用より生産性が高いの
で，社会全体としては，いっそう生産性が高まることになる。
　このような考え方に基づいて，中北助教授が試算したものが表2であ
る。中北助教授は，日本経済を規制産業と非規制産業に大別し，規制緩和
を行なえぽ規制産業の価格が2割低下すとしている。これによって，規制
産業の名目生産額は，190兆円から152兆円に低下する（価格が下落してい
るだけで，実質では下落しているわけではないことに注意）。この差額38
兆円の所得が節約されることになり，この所得は非規制産業かかつての規
制産業かのいずれかに支出されることになる。
　しかし，新たに生まれた38兆円の需要を満たすための供給は，どこから
生まれるのだろう。もし，国内に供給余力がなけれぽ，単に物価が上がる
か，輸入が増加しよう。輸入増加は良いが，物価が上昇したのでは意味が
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ない。この38兆円の供給は，かつての規制産業の就業者によってなされ
る。したがって，新たに生まれた38兆円の需要に対し新たに38兆円の供給
がうまれ，GDP（国内総生産）は38兆円増することになる。ただし，その
ためには598万人の労働者が，これまでの仕事から新しい仕事に変わらな
くてはならない。中北助教授は，1年間の移動を60万人として10年かけれ
ぽ，通常でも毎年800万人の労働移動があることから，実現可能としてい
る。
　これらの論点には，規制緩和のメリットの側面を強調しすぎているきら
いがある。そこで，アメリカの教訓を紹介してみよう。「ともあれ，規制
緩和が始まると，アメリカの失業率は，1980年7．1％，’81年7．6％，’82年
9．7％と増大する。が，’82年をピークに下がりはじめ，’89年には5．3％ま
で下がる。ところが80年代終わりから再び上昇に転じ，’93年の失業率は，
6．8％にまで戻ってしまう。規制緩和後も，1970年代以前の失業水準，
4％台には，二度と戻らなかったことに注意してほしい。
　産業の構成の変化を見てみる。70年代からの顕著な変化は，戦後一貫し
て増えつづけてきた製造業の仕事が，69年をさかいに減りはじめ，1950年
代には，全労働老の33％が製造業に従事していたのが，1991年には，17％
まで減ってしまったことである。そのかわりに増えたのは，小売業とサー
ビス業に従事する労働者である。この大部分は，規制緩和論者の言う，い
わゆる新産業に雇われた人たちで，すなわち，中谷巌教授が言及した「ウ
オールマート」などのスーパーマーケット，「マクドナルド」などの外食
産業など，これまでになかったビジネスに人々は雇われた。
　このように，非効率な産業の余剰人員は，確かに新産業にある程度は吸
収されたと言えるかもしれない。しかし，中谷教授ら規制緩和論者は，
この移った先の新産業なるものの給料が「馬鹿みたいに安い賃金」　（シャ
ーロン）であることは指摘していない（13）。例えぽ，1992年の製造業の従
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業員の週あたりの平均収入は，469ドル（約5万8千円）であるのに対し
て，小売業の従業員は半分以下の206ドル（約2万6千円）しかもらって
いないのである。
　ここで，イースタン航空のスチュワーデスだったシャーロンのことを思
い出してほしい。彼女は，中流を維持できる年俸3万ドルの仕事を規制緩
和によって失った。その彼女は，自宅清掃業者やベビーシッティング業者
などの『新産業』に吸収された。が，そこでは，歯医老にさえもかかれな
いどん底の暮らししかできないのだ。
　確かに新産業は生まれる。しかし，そのことの意味は，中流の豊かな暮
らしを楽しめる給料が貰えた仕事が失われ，そのかわりに，とにかく生き
ていけるだけのお金を貰える仕事が生まれたということなどである。」（14）
　このように，アメリカの規制緩和の経験にみられる結果からは，中北助
教授が指摘したり，中谷教授がいわれる新産業に従事することになる労働
者は，低所得者階層への移動というきびしい苦痛を味わっているのであ
る。わが国の第3次産業化の進展は，アメリカの状況と同じであり，産業
構造の変化が就業構造を大きく変えていくだろう。
　表2での中北助教授の説明では，規制緩和後は，規制産業の価格が単純
に20％下落するとみて，38兆円の実質所得が増大し，その38兆円が新規需
要の供給にかつての規制産業就業者が当たるという。かりに，このことを
認めたとしても，514万人の所得が，規制産業に就業していた時の所得と
同じである保証はない。前述したアメリカの経験にみられるように，新産
業に雇われる就業者（小売業やサービス業等）は，製造業の半分以下であ
ることから，所得の大幅な低下を覚悟しなくてはならないし，企業倒産と
失業は経済的弱者とりわけ中小企業からはじまるのである。また，労働移
動が10年間くらいかければ実現可能という説明であるが，日々変転する経
済・経営・社会の中にあって，企業経営のグローバリゼーショソ，高付加
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価値化，情報システム・ネットワーク化などに対応する経営戦略からみ
て，10年間もかけて労働移動するような状況はまず考えられないところで
ある。
　平岩リポートにみられるように，規制緩和の実行は，「短期的には経済社
会の一部に苦痛を与える」との考え方に立っているが，この認識には問題
がある。わが国の経済社会の一部ではなく，全般にわたらなけれぽ抜本的
な規制緩和の効果は期待できない，と同時に苦痛は部分的かつ短期的では
なく，国民全体の問題として長期にわたることは，アメリカの先進事例を
みれぽ理解できるところである。とくに，中小企業を取り巻く経済経営環
境は，きわめてきびしいものになることを認識して，経済的規制の原則自
由，社会的規制の自己責任の確立にいたるプロセスを誤りなきものとする
ことが，国家的課題であるといってよい。
6．　規制緩和と中小企業組合の対応
　わが国中小企業は，活力ある大多数として構造変化の中で「変革」と
「創造」に挑戦している。中小企業は，異質多元に存在し幅広い雇用の機
会を提供し地域経済の担い手としての存在はきわめて大きいぼかりでな
く，高品質の製品を提供し，多様な品質の高いサービスを供給して国民の
生活水準の向上に大きな貢献をしている。また，日本の産業の国際競争力
は，下請中小企業の高度な技術力に支えられていることもよく知られてい
る。
　しかし，近年の中小企業をとりまく経営環境の変化はめざましく，消費
構造の高度化，情報化，国際化の進展等に加えて規制緩和問題が中小企業
の事業活動に大きな影響を与えることになろう。これらの諸問題への中小
企業の対応としては，①中小企業の自己責任に基づく対応と，②個々の中
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小企業では解決が困難な諸問題を組合の力によって対応する方法との2つ
が考えられる。そこで，本論では，事業協同組合を中心とする中小企業組
合の在り方について，規制緩和問題に取り組むべき基本的課題を述べるこ
とにする（15）。
（1）中小企業組合の役割
　資本主義経済は，経済の合理性を基本とする自由競争を前提とした体制
である。中小企業組合は，自由競争の中で経済的に弱い立場にある中小企
業老が生きるための組織として確立したものである。
　資本主義経済のもとで，中小企業組合が果たすべき役割は2つある。第
1は，自由競争によって生じる弊害を組合という組織の力によって調整し
克服しようとするものであり，第2は，組織の力によって中小企業の競争
力を強化し，自由競争のルールに適合させる役割である。わが国の中小企
業は，異質多元に存在し，規模の過小性，事業所の過多性から過当競争を
生む体質をもつために，中小企業の価値実現力を失わせている最大の要因
である。このような過当競争の弊害は，個々の中小企業老の力で防ぐこと
は困難である。これの克服のためには，中小企業組合を強化し組織の力に
よって克服する以外に道はないだろう。
　規制緩和は，中小企業者に対して，組合という組織の力をいかに活用し
課題解決力をもつことができるかを問う試金石であるといってよい。企業
が競争力をもち，存続し成長発展するためには，経済的合理性をもたなけ
れぽならない。中小企業組合は，組合員に対して経済的合理性を発揮でき
る経済的機能を果たすところに意義がある。
　これまでの中小企業組合は，施策の受皿機能の色彩が強いために，行政
依存の体質をもっているものが多い。これまでの保護育成を主とした中小
企業政策は，規制緩和の潮流の中で転換を余儀なくされるであろうし，行
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政指導のあり方についても変化がみられよう。これからの中小企業組合
は，自主独立の組合体制を整えて，中小企業（組合員）に対して課題解決
力をもった革新的な組合を目指すことが必要である。
（2）中小企業組合のリストラクチャリング
　わが国の規制緩和は，戦後の中小企業政策や組合運動の歴史の中で，か
つて経験したことのないきびしい環境変化であるとの認識に立つぺきであ
ろう。この規制緩和問題に対して，中小企業組合がいかに対応していくか
が最大の課題となろう。規制緩和＝自由競争に耐え得る中小企業組合のリ
ストラクチャリングの視点について述べてみよう。
　第1は，中小企業の自己責任に基づく経営活動に対して，組合という組
織の力をいかに機能させるかということである。これまでの法的規制や制
度を盾にした組合活動から，自由競争に堪え得る経営体としての組合体質
への質的転換である。中小企業は，各々の置かれている経営環境や業種業
態の中で経営戦略を展開している。それと同様に，組合自体の経営戦略が
求められている。いうまでもなく，組合の共同事業は組合員企業の経営戦
略との整合性が重要になる。組合が，組合員のための事業を展開するため
には，組合員のニーズに対応できる柔構造の組合体制を確立して，企業経
営に活力を与える機能を備えなけれぽならない。
　第2は，自由競争に堪え得る組合の経営体質の構築である。組合が組合
員の経済的・社会的地位の向上を図るために，自主的な経済活動を促進す
るには，組合自体が活力ある経営体としての機能と役割を果たさなけれぽ
ならない。そのためには，ヒト，モノ，カネ，情報等の経営資源を共有し
集積することによって，規模の利益や範囲の利益を享受できる高度な組合
体制の確立が前提となる。名目だけの組合であったり，組合事務局が存在
しないような組合では，自由競争に生き残れる組織体とはいえない。
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　中小企業組合の抜本的な見直しと組合自体の構造改革が必要となる。中
小企業組合の組織とか，組合の設立件数がどうのといった数量的な側面で
みるこれまでの組織化の論理では，自由化に対応できる組合体質への対応
策は出てこない。とくに，情報システム・ネットワークの構築は，相互扶
助の精神を基底とする人的・精神的結合体の組合にとって最適な共同事業
であり，ヒト，モノ，カネの効率的運営を図る上で最ものぞましい組合事
業といえようo
　第3は，中小企業政策に対する中小企業組合からの積極的な総意形成機
能と建議の強化である。これまでのような上から与えられた中小企業政策
は，規制緩和の方向の中で転換を余儀なくされよう。中小企業者が自らの
力で立ち，自らの足腰で歩く自助努力を前提としながら，中小企業が抱え
る諸問題の解決にとっても必要な政策課題について，中小企業組合が核と
なって総意を形成し，国や自治体等に対して建議しかつ施策の受皿機能を
果たすことが重要である。
　そして，下からの盛り上がりと草の根運動によって，創造の母体として
の活力ある大多数の中小企業組合へと質的転換を図らなくてはならない。
そのためには，中小企業組合の指導機関である全国中小企業団体中央会や
都道府県中央会の指導体制について，抜本的な見直しと改革が必要となっ
てこよう。
　第4は，組合がかかえる古くして新しい諸問題の本質にメスを入れ，改
革の行動を起こすことである。これまでの制度利用型組合（施策の受皿機
能的組合）からベンチャー型組合（創造の母体型組合）への抜本的な組合
体質の転換である。
　組合運営を阻害する要因としては，①組合員の連帯意識の欠如，②共同
事業の利用度が低い，③事務局体制が弱体，④財政基盤が弱い，⑤組合員
の経営力・意識格差等があげられている。これらの諸要因は，組合運動の
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歴史の中で常にいわれたことであり，いい古されていて解決をみないもの
ぼかりである。このようなマンネリ化した組合問題を根本から絶ち切らな
いと，自由競争に堪え得る組合体質に脱皮することはできない。
　ベンチャー型組合とは，高感度・高感性（ニーズの先き取り）のリーダ
ーの存在と共同事業に対する飽く無き追求（ハングリー精神），リスク（先
行投資＝研究開発費）に果敢に挑戦する体質をもつ組合をいう。組合が組
合員に対して，リーダーシップをとれるような魅力ある共同事業の推進と
課題解決力のある組合とならなくてはならない。
（3）中小企業組合の原点に立った組織活動
　規制緩和の潮流の中で，わが国の経済力が国際的にみて有数の国になっ
たからといって，国内における大企業と中小企業の格差が解消したわけで
はない。むしろ，わが国の中小企業は，国際的環境の変化，産業の空洞化
と下請企業，大企業のリストラと下請分業構造の変化，市場の成熟化と新
たな産業ニーズの高まり，高度情報化の進展等かつて経験したことのない
多様な構造変化の中で，大企業との諸格差は，一層拡大されつつあるとい
ってよい。
　このような厳しい経営環境下にあって，中小企業はいかに対応すべきか
を考えると，中小企業組合の重要性が一段と高まってくる。おそらく，戦
後の中小企業組合運動の中にあって，今日ほど組合の意義と役割が問われ
る時代はないといってよい。それは，真の自由競争時代（規制緩和）に堪
えることのできる中小企業の基盤をつくり，支援する中小企業組合の意義
と重要性である。
　そこで，協同組合思想の萌芽が，過度の自由競争に対する批判であった
ことを再認識して，組合の原点に立った組合運動を規制緩和後の中小企業
組合の基本とすべきであろう。
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　18世紀末から19世紀はじめにかけて，イギリスに産業革命が起った。こ
れによって，生産性は高まりかつて経験したことのない富が蓄積された。
経済学の創始者アダム・スミスは営利目的に向って，それぞれの経済人が
自由に競争することによって，財の生産を豊かにし，万民の幸福をもたら
し，神の見えざる手に導かれることを主張した。さらに，自由競争の原理
は，ダーウィンの進化論によって一般化した。イギリスの自由主義は，貿
易の障壁を取り除き，企業間の競争から資本家と労働者，生産者と消費者
との関係にいたるまで普遍化し，優勝劣敗，適者生存という経済社会を生
んだ。一方，産業革命の進展は，社会的混乱を生み，貧富の差を一層拡大
させるという経済社会問題を生み，公的規制の重要性が増した。自由競争
の批判としての協同思想は，産業革命が起って他の国にも次ぎつぎと起っ
た。
　各国の協同組合の思想家は，自由競争を原理とした資本主義社会を批判
し，協同を原理とする協同社会を主張した。協同組合は，その実践運動の
過程の中で分化し，消費組合，生産組合，農業組合，商工業組合等を生ん
だ。しかし，競争に代わる協同社会を実現するという同一目的をもってい
た点で共通していたのである。
　わが国の規制緩和は，経済社会の成熟過程での技術革新をともなう内容
のものである。イギリスの産業革命時代における自由競争を第1次と呼ぶ
ことにすれぽ，今回のわが国の規制緩和は，自由競争の第2次ともいうべ
きものであろう。第1次の産業革命下での協同組合の発生と成長と今回の
規制緩和にみる協同組合は，基本原理は同じであり，規制緩和＝自由競争
に対して，健全な経済社会を構築するための経済の道徳化運動の母体とい
うべきものである。
　経済の道徳化をめざす協同組合は，相互に人格を尊重し合い，組合員に
対して共同事業を通じて経済的・社会的地位の向上を図るところに意義が
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存在している。これに関連して，酒類販売の規制緩和問題について考えて
みよう。これまで，酒類販売業は，免許制度による需給均衡の維持と酒税
の保全という役割を担ってきた。これが規制緩和によって，効率的流通網
を持つ企業の台頭，国際化の進展，内外価格差が縮小され，競争促進によ
る価格低下，多様な店舗展開による利便性の向上等によって消費老に利益
をもたらされるというのがその理由である。
　たしかに，酒類販売は，ディスカウンターの出現によって大きく変わろ
うとしている。しかし，酒類販売については，経済的規制の緩和は世の流
れであるにしても，酒類は，致酔性のアルコール飲料という性格から，社
会的管理が必要である。すなわち，酒類販売の社会的規制の重要性であ
る。酒類が一般商品と大きく違う点は，酒類を安く大量かつ手軽に消費者
に提供すればよいという性格のものではない。例えぽ，アメリカではわが
国以上に酒類販売の規制が厳しい。連邦での免許制のほか州レベルでは免
許制が33州，専売制が18州にも達している。
　酒販免許制は，飲酒運転，犯罪，アルコール依存症，未成年者の飲酒な
どの防止に重要な役割を果たしている。このような視点からの規制強化
は，世界的な流れである。
　フラソスでは1991年にエバン法を制定し，世界保健機関（WHO）では，
アルコール関連国際専門家会議による勧告が出された。この勧告の中で，
アルコールの問題を減らすためには，飲酒が許される最低年令の設定，酒
類の価格及び酒税の引き上げ，酒類の入手規制などの法的規制が有効であ
ると指摘している。わが国でも公衆衛生審議会の専門委員会が，1993年
　「今後におけるアルコール関連問題予防対策について」を発表し，アルコ
ール飲料の宣伝，広告，販売形態（とくに自動販売機）などの規制を提言
　している（16）。
　このような理由から，酒類販売については競争の原理を導入（経済的規
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制の緩和）しながらも，国民の安全性や健康，公衆衛生などの視点から，
消費者利益は単に酒類を安く大量に売り捌く商品ではなく，地域住民に密
着した販売方法によってアルコール飲料の健全な供給体制の確立（社会的
規制）が不可欠の条件である。そのためには，酒類販売業者で組織する酒
販協同組合が中心となって，経済の道徳化運動を推進し社会的規制によっ
て公共の福祉に貢献することがきわめて重要である。すでに設置されてい
る酒類の自動販売機については，業界が自発的にこれを廃止するなど，自
らの姿勢を改めていくことが前提条件となる。
　このように，規制緩和を実施するに当っては，何が消費者利益であるか
を深く洞察し，業種業態をよく見極め，21世紀をめざす業界ビジョソを策
定した上で，規制緩和の内容について細部を検討し，具体化のプログラム
を作成することが重要である。この手順を忘れて，消費老利益を守るため
に規制緩和は不可欠といった大合唱は，あまりにも単純すぎるものであ
り，規制はすべて悪であるということと同じである。
　中小企業組合は，経済的規制の緩和によって自由競争の中で生きるため
の共同事業の推進に積極的な役割を果たすと共に，社会的規制の必要な分
野においては，経済の道徳化運動の組織体となって組合運動を展開すべき
である。
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